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参考資料3

平成30年における「人権侵犯事件」の状況について（概要）
～法務省の人権擁護機関の取組～

法務省の人権擁護機関は，人権侵犯事件調査処理規程（平成１６年法務省訓令第２号，以
下「処理規程」という。）に基づき，人権を侵害されたという申告等を端緒に，その被害
の救済，予防に努めている。
平成３０年（暦年）における取組状況は，以下のとおりである。

○新規救済手続開始件数 １９，０６３件（対前年比２．４％減少）
○処理件数 １８，９３６件（対前年比４．０％減少）
【新規救済手続開始件数からみた特徴】
① インターネット上の人権侵害情報に関する事件数が，前年に次いで過去２番
目に多い件数を記録

１，９１０件（対前年比１３．８％減少）
② セクシュアル・ハラスメントに関する事件数が増加

４１０件（対前年比３５．３％増加）

1 人権侵犯事件数（新規救済手続開始件数・処理件数）の動向
⑴ 新規救済手続開始件数（図1）

新規に救済手続を開始した人権侵犯事件数は１万９，０６３件であり，対前年比で４７０件
（２．４％）減少した。
（内訳）
◆公務員等の職務執行に関する人権侵犯事件数が４，５５５件（対前年比４９６件（９．８％）
減少）

◆私人等に関する人権侵犯事件数が１万４，５０８件（対前年比２６件（０．２％）増加）
⑵ 処理件数（図2）

処理した人権侵犯事件数は１万８，９３６件であり，対前年比で７８６件（４．０％）減少した。
（内訳）
◆公務員等の職務執行に関する人権侵犯事件数が４，５１８件（対前年比５６３件（１１．１％）
減少）

◆私人等に関する人権侵犯事件数が１万４，４１８件（対前年比２２３件（１．５％）減少）
処理内訳別にみると，「援助」（注１）が１万７，４９０件（全処理件数の９２．４％）で最も多く，

次いで「要請」（注２）が４７５件（同２．５％），「説示」（注３）が６６件（同０．３％），「調整」（注４）が１５件
（同０．１％）となっている。
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【図1】 人権侵犯事件の新規開始件数の推移
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【図2】 人権侵犯事件の処理件数の推移

このほか，「措置猶予」（注５）が８件（同０．０４％），「侵犯事実不存在」が６件（同０．０３％），
「侵犯事実不明確」が７７１件（同４．１％），「啓発」（注６）を行ったものが４２件（同０．２％）
ある（注７）。
（注１）法律上の助言を行ったり，関係行政機関や関係ある公私の団体等を紹介したりすること。
（注２）被害の救済又は予防について実効的な対応ができる者に対し必要な措置を執るよう求
めること。

（注３）相手方の反省を促し善処を求めるため事理を説き示すこと。
（注４）当事者間の関係調整を行うこと。
（注５）事案の軽重や反省の程度，懲戒の有無等を考慮して措置を講じないこと。
（注６）事件の関係者や地域社会に対し，人権尊重に対する理解を深めるための働きかけを行
うこと。

（注７）事件は１件で複数の措置を講ずる場合等があるため，処理件数と処理内訳の合計件数
は必ずしも一致しない。

⑶ 特別事件
新規に救済手続を開始した人権侵犯事件数のうち，特別事件（処理規程第２２条に規

定されている重大な人権侵犯事件）の件数は１，５８１件で，前年に比べて２３４件（１２．９％）
減少した。
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2 人権侵犯事件の類型別新規救済手続開始件数の動向
⑴ 住居・生活の安全関係事案（図3，4）

住居・生活の安全関係事案は３，７３０件（対前年比２８．２％増加）で，全事件数の１９．６％
を占めている。
このうち，相隣間における騒音等の相隣関係から生じる事件の割合が３０．５％（１，１３７

件）を占めている。
⑵ 学校におけるいじめ事案（図3，5）

学校におけるいじめ事案は２，９５５件（対前年比６．８％減少）で，全事件数の１５．５％を
占めている。

⑶ 暴行・虐待事案（図3，6）
暴行・虐待事案は２，７４９件（対前年比１４．６％減少）で，全事件数の１４．４％を占めて

いる。
このうち，児童虐待事案については，４５３件（対前年比６．８％減少）である。

⑷ 強制・強要事案（図3，7）
強制・強要事案は２，２８１件（対前年比１２．８％増加）で，全事件数の１２．０％を占めて

いる。
このうち，セクシュアル・ハラスメントに関する事案については，４１０件（対前年

比３５．３％増加）である。
⑸ プライバシー関係事案（図3，8）

プライバシー関係事案は２，２５７件（対前年比１６．６％減少）で，全事件数の１１．８％を
占めている。
このうち，インターネットによるものの割合が７１．５％（１，６１４件）を占めている。

⑹ 労働権関係事案（図3，9）
労働権関係事案は２，１０６件（対前年比２．０％増加）で，全事件数の１１．０％を占めている。
このうち，パワー・ハラスメントに関する事案の割合が６５．４％（１，３７８件）を占め

ている。
⑺ 教育職員関係事案（図3，10）

教育職員関係事案は１，１０６件（対前年比１３．９％減少）で，全事件数の５．８％を占めて
いる。
このうち，体罰事案については，２０１件（対前年比２３．６％減少）である。

⑻ 差別待遇事案（図3，11）
差別待遇事案は６１５件（対前年比２１．７％減少）となった。
内訳では，障害者に関するものが２３５件，同和問題（部落差別）に関するものが９２

件，外国人に関するものが６２件，高齢者に関するものが３７件，疾病患者に関するもの
が２６件となっている。
このほか，性自認に関するものが１２件，性的指向に関するものが５件ある。
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【図3】 人権侵犯事件の種類別構成比の比較
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【図6】 暴行・虐待事案の推移
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【図7】 強制・強要事案の推移
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【図9】 労働権関係事案の推移
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3 その他特徴的な新規救済手続開始件数の動向
インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件（図１２）は１，９１０件（対前年

比１３．８％減少）で，前年に次いで過去２番目に多い件数（注８）を記録した。
（注８）平成１３年から実施している現行の統計報告要領における件数の比較による。

なお，インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件は，統計報告要領で定められ
た区分とは異なる区分で件数を集計している。

4 平成30年中に法務省の人権擁護機関が救済措置を講じた具体的事例
（学校におけるいじめ事案）
事例１ 小学校におけるいじめに対する不適切な対応

児童が，複数回にわたり，同級生から暴言を受けたり，蹴られたりするなどのいじめ
を受けているにもかかわらず，学校が十分な対応を行わなかったとして，親から法務局
に相談がされた事案である。
法務局が調査した結果，学校がいじめ防止のために必要な対策を十分に講じなかった

ことによりいじめが継続した事実が認められた。また，教育委員会においては，学校か
らいじめを認知した旨の報告を受けるも，学校に対して表面的な指示を行ったに止ま
り，被害者が不登校になるなど問題が重大化するまで，具体的な指示を行っていなかっ
たことが認められた。
そこで，法務局は，学校及び学校を指導監督すべき立場にある教育委員会がいじめ防

止対策推進法及びいじめの防止等のための基本的な方針にのっとった適切な対応を行っ
ておらず，安全配慮義務を怠っていたとして，校長及び教育委員会教育長に対し，今
後，同様のことを繰り返すことのないよう要請した。（措置：「要請」）

事例2 小学校におけるいじめに対する不適切な対応
小学生から，同級生からいじめを受けているとして，「子どもの人権SOSミニレター」
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が送付された事案である。
法務局の調査において，学校は加害児童の行為を把握し，担任が指導するなどの対応

を行っていたが，それがいじめであるとの認識がないことが分かった。
そこで，法務局は，学校にいじめとして対応することを要請したところ，学校はこれ

を了承し，いじめとして加害児童を指導するとともに被害者に対する見守り体制の充実
を図った。
その後，人権擁護委員が被害者に学校の状況を確認する手紙をミニレターを同封して

送ったところ，クラスは楽しい旨のミニレターが返送され，被害者が安心して学校に
通っていることが確認できた。（措置：「調整」）

（暴行・虐待事案）
事例3 母親による子に対する虐待

小学生から，母親から髪を引っ張る，蹴る，叩くなどの虐待を受けているとして，
「子どもの人権SOSミニレター」が送付され，調査を開始した事案である。
緊急性があると判断した法務局は，直ちに小学校及び児童相談所に連絡した上で，小

学校を通じて被害者と面会し，被害状況を確認したところ，被害者が虐待を受けている
可能性があると認められたため，その日のうちに小学校及び児童相談所と協議を行い，
被害者に対する見守りを徹底するとともに，情報を共有する体制を構築した。
法務局は，その後も関係機関と連絡を取り，被害者と面会するなど，継続して被害者

の状況を把握することに努めていたところ，関係機関からの働きかけにより，母親の暴
力がなくなり，家庭環境が改善したことが確認できた。
さらに，問題の背景に，子育てによるストレスの可能性がうかがわれたことから，小

学校に対し，被害者の見守りのほか，母親へのスクールカウンセラーによる支援を依頼
した。（措置：「援助」）

事例4 父親による子に対する性的虐待
小学生から，父親から性的虐待を受けているとして，「子どもの人権SOSミニレター」

が送付され，調査を開始した事案である。
緊急性があると判断した法務局は，直ちに児童相談所及び小学校に連絡した。また，

関係機関が集まって，被害者に関する情報交換及び今後の対応について協議を行うとと
もに，法務局と人権擁護委員が被害者と面談し，被害者の承諾を得て，児童相談所に対
応を引き継ぎ，被害者は一時保護されるに至った。あわせて，関係機関が連携して，被
害者の見守り体制を構築することにより，被害者の安全を確保していくことを確認し
た。（措置：「援助」）
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事例5 母親のパートナーによる子に対する虐待
女子生徒と男子児童の姉弟が，母親のパートナーから，殴るなどの暴力や恫喝するよ

うな言葉を浴びせられるなどの虐待を受けているとして，女子生徒からインターネット
人権相談受付窓口に相談がされた事案である。
法務局が，相談を受けた日のうちに児童相談所を始め，学校や関係機関に連絡を取

り，それぞれの機関が被害者らの様子を見守りながら，情報共有を行っていくこととさ
れた。法務局はその後も被害者らの状況把握に努めていたところ，数か月後には，被害
者らと母親のパートナーとの関係が改善に向かっていることを確認することができた。
（措置：「援助」）

（強制・強要関係）
事例6 職場の上司による部下に対するセクシュアル・ハラスメント

職場の上司から，容姿に関する中傷や意に反した性的発言などのセクシュアル・ハラ
スメントを受けたとして，法務局に相談がされた事案である。
法務局で調査した結果，上司は被害者の容姿に関する中傷や日常的に性的発言を行

い，被害者の就労環境を著しく悪化させたことが認められた。
そこで，法務局は，上司に対し，本件行為がセクシュアル・ハラスメントに該当する

ものであり，被害者に精神的苦痛を与えるものであるため，今後，同様の行為を行うこ
とのないよう説示した。（措置：「説示」）

（教育職員関係事案）
事例7 公立高等学校教諭による体罰

公立高等学校の教諭が，同校男子生徒の左頬を右拳で１回殴り，その胸ぐらをつかん
で身体を黒板に押し付けるなどした事案である。
法務局が調査した結果，複数の体罰行為が認められること，教諭が本件体罰について

の管理職への報告を怠っていたこと等から，教諭に対しては，体罰の不当性を認識さ
せ，今後，二度と体罰を行わないよう説示するとともに，校長に対しては，職員に対す
る指導をより一層徹底するよう要請した。（措置：「説示」「要請」）

事例8 保育士の保育園児に対する体罰
保育園児が保育士から体罰を受けたとして，母親から「子どもの人権１１０番」を通じ

て法務局に相談がされた事案である。
法務局が調査した結果，当該保育士が，指導の趣旨で，拳で被害者の頭を叩いた事実

が認められた。
そこで，法務局は，当該保育士に対し，当該行為は指導の限度を超える有形力の行使

に該当するものであり，その不当性を強く認識し反省するよう促し，今後，同様の行為
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を行うことのないよう説示した。
また，保育園の園長に対し，職員の監督，指導を徹底するなど，再発防止に向けた適

切な措置を講ずるよう要請した。（措置：「説示」「要請」）

事例9 小学校教諭による不適切な対応
小学生から，同級生である被害者が担任教諭から叩かれたり，暴言を吐かれたりして

いるにも関わらず，学校が対応しないという内容の「子どもの人権SOSミニレター」が
法務局に送付された事案である。
法務局において，情報提供元を秘匿しつつ，学校にミニレターの内容を伝えたとこ

ろ，学校は既にその内容を概ね承知しているにも関わらず，教職員に対する具体的な指
導を行っていないことが判明した。そこで，法務局側から，校長に対し，教職員に対す
る指導について新たな取組を導入するよう提案したところ，学校は，教職員に対してア
ンガーマネジメントの研修を実施するとともに，教職員の意見交換会の内容を見直すな
どした。その結果，担任教諭は被害者に対する対応の仕方を工夫するようになり，ま
た，学校全体で被害者を始めとする児童一人一人を見守る体制が構築され，被害者は落
ち着いて登校できるようになった。（措置：「援助」）

（差別待遇事案）
事例10 市役所職員による視覚障害者に対する不適切な対応

視覚障害のある者から，市役所において，市長への要望をした際，文書でしか受け付
けてもらえなかった，また，市役所職員から通知文書を手交された際，不服申立てが可
能である旨を口頭で説明してもらえなかったなど，障害者に対する不当な取扱いを受け
たとして，被害者から法務局に相談がされた事案である。
法務局が調査した結果，市役所においては，口頭による要望も受け付けており，被害

者と市役所職員との間に認識の齟齬があったことが認められた。また，視覚障害のある
者に通知文書を手交する場合，文書の内容を必ずしも口頭によって説明していない取扱
いであることが認められた。
そこで，法務局が仲介し，被害者に対し，口頭による要望も可能である旨を説明した

ところ，被害者の理解を得られた。また，市役所においては，今後希望があった場合に
は，通知文書の内容を全文読み上げて説明するよう対応を改めることとされた。（措
置：「調整」）

事例11 外国人に対する英会話教室入会拒否
外国人の子どもが，両親が外国人であることを理由に英会話教室への入会を拒否され

たとして，親から法務局に相談がされた事案である。
法務局が調査した結果，同教室を運営する会社では，両親が外国人であっても日本語
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でのコミュニケーションに問題がない場合には入会を可能とする旨の指示があったにも
かかわらず，会社内で指示が十分に浸透していなかったため，同教室の入会手続担当者
が両親が外国人であれば一律に入会を拒否するという取扱いを行っていたことが認めら
れた。
そこで，法務局は，同教室に対し基本的人権尊重の理念について正しい理解を深める

よう啓発するとともに，双方に対し解決に向けて働きかけを行ったところ，外国人の子
どもが入会することができる環境が整った。（措置：「調整」「啓発」）

事例12 同和地区出身者に対する差別的言動
同和地区出身であることを理由として，婚約者から婚約を破棄され，差別的な発言を

受けたとして，被害者から法務局に相談がされた事案である。
法務局が調査した結果，元婚約者から被害者に対して同和地区出身であることを理由

とした不当な差別的言動があったことが認められたため，法務局は，元婚約者に対し，
今後，同和問題に対する正しい理解を深め，同様の行為を繰り返すことのないよう説示
した。（措置：「説示」）
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5 「人権侵犯事件」統計資料（平成30年）
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